
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

令和３年度国民健康保険事業の運営について 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

    

 

資料 1 

令和２年度第 4回（1月 28日開催） 



 

1 

 

＜案＞ 

 

答 申 

 

 

 平成３０年度の国民健康保険制度改革施行から３年が経過し、新制度の定着

が図られる中、都道府県が財政運営の責任主体として中心的な役割を担う一方、

市町村においては、地域住民と身近な関係の中、きめ細やかな事業を行い、安定

的な財政運営や効率的な事業運営を続ける取り組みが必要である。 

こうした状況を踏まえ、本協議会は令和３年度宇治市国民健康保険事業の運

営についての諮問に対し、要望事項を付して次のように答申する。 

なお、要望事項については、実現に向けて最大限努力されるとともに、施策の

実施にあたっては関係部署との連携を密接にし、被保険者はもとより市民全体

の理解と協力を得るよう求めるものである。 

 

 
 

令和３年度宇治市国民健康保険事業運営について 

 

（１） 制度改革以降、市の保険料率は、京都府が示す標準保険料率に基づき設

定することを基本としている一方、一人あたりの医療費の伸び、制度改革

の過渡期における変動や大幅な改定率を踏まえ令和元年度及び令和２年

度においては平成３０年度の標準保険料率に据え置いてきたところであ

る。 

令和３年度の事業運営における国民健康保険料については、あらため

て、国保財政を安定化し持続可能な医療制度を実現するという制度改革

の趣旨及び制度改革以降の経過を踏まえ、以下のとおり京都府が示した

標準保険料率に基づいて設定することが妥当であると考える。また、賦課

限度額については、国政令基準に基づき据え置くこととする。 

なお、令和３年度に見込まれる歳入不足については、健全な財政維持の

観点から国民健康保険事業財政調整基金の一部を取り崩すことはやむを

得ないものと考える。 

医療を取り巻く環境は、新型コロナウイルス感染症の感染拡大により

大きく変化しているものの、今後も引き続き、医療費の伸び、被保険者数

の変動及び今後の国・府の動向等について慎重に見定め、安定した財政運

営に努められたい。 
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（２） 国民健康保険事業財政調整基金は、これまでから厳しい運営の中におい

ても、保険給付費を基準として積み立てを行ってきたところであるが、制

度改革以降、保険給付費の全額が普通交付金にて賄われることになったこ

とから、その保有規模について、保険料を基準にするものとし、健全な財

政の維持及び保健事業の振興に資するために活用されたい。 

 

 

（３） 医療費の適正化に積極的に取り組む保険者を財政的に支援する仕組み

である保険者努力支援制度を活用し、被保険者の健康維持・増進に資する

保健事業の取り組み等の推進をより一層図られたい。  

 

 

以上 

                               

  

 医療給付費分 後期高齢者支援金分 介護納付金分 

所得割率  
７．２９％ 

（現行７．５６％） 

２．８９％ 

（現行２．７５％） 

２．８７％ 

（現行２．６７％） 

均等割額  
２５,５００円 

（現行２５，４００円） 

９,７００円 

（現行９，１００円） 

１１,８００円 

（現行１０，９００円） 

平等割額  
１７,１００円 

（現行１７，５００円） 

６,５００円 

（現行６，３００円） 

５,９００円 

（現行５，５００円） 

賦課限度額 
６３万円 

（据置） 

１９万円 

（据置） 

１７万円 

（据置） 
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要 望 事 項 

 

１．保険料収納率向上及び保険給付の適正化 

保険料収入の確保は、国民健康保険財政の安定化、被保険者間の公平性の観点

からも重要である。保険料の納期内納付が見込まれる口座振替の利用を推進す

るとともにより納付しやすい環境を整備することで収納率の向上に努められた

い。また、未納保険料については、京都地方税機構と市が連携し、公平公正な徴

収業務と歳入確保に努められたい。 

なお、保険給付は保険制度の基本であることから、その給付内容について専門

的な視点を持って十分に点検し、適正かつ確実に実施されたい。 

 

２．保健事業の充実について 

 被保険者がいつまでも健やかな生活を続けるには、健康状態を毎年確認し、健

康づくりにつなげていくことが重要である。特定健康診査はその基本となるも

のであり、「かかりつけ医」を持つ機会にもつながるものである。被保険者にそ

の必要性の周知を図りながら、人間ドック等の補助事業の実施と併せて受診率

向上のために、より効果的な工夫や手法の検討を継続するとともに、生活習慣病

発症リスクのある被保険者の生活習慣の改善のための特定保健指導の実施率向

上に取り組まれたい。 

また、他自治体の事例を研究するとともに、医師会、歯科医師会、薬剤師会等

をはじめとした関係機関や関係部署と協力・連携し、多様な健康づくりを展開さ

れたい。 

 

３．被保険者への普及啓発について 

国民健康保険事業は、被保険者資格の適正管理をはじめ、事業における財政状

況や医療費の動向、保険料の賦課・徴収、保健事業、自らの健康管理と適正な医

療受診など多岐にわたっており、その意義や取り組みについて被保険者はもと

より広く市民に理解と協力を求める必要がある。「市政だより」や「ホームペー

ジ」のみならず、あらゆる周知・啓発手段を用いてより多くの方にわかりやすい

広報活動を実施されたい。 

 

４．健全な事業運営について 

今後も多額の保険給付が見込まれ、市の国民健康保険事業がより一層厳しい

状況に直面することが予想されることから、国や京都府に対してさらなる国民

健康保険財政基盤の強化を求めるとともに、納付金や標準保険料率等の保険料

算定に必要な情報が速やかに提供されるよう引き続き要望されたい。また、一般

会計の財政状況も鑑みながら繰入による財政支援を求められたい。 


